
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 世帯
② 人
③
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 保健衛生普及事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 昭和32年度 終了年度

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

市民課

予 算 事 業 名 保健衛生普及費、ヘルスアップ事業費 係　   　名 医療保険係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1011

保険事業費

施  策  名 25　健康づくりの推進 目 保健衛生普及費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 国民健康保険事業特別会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 保険事業費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 25-３　予防対策の推進 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 国民健康保険被保険者の受診した医療費の通知、健康に関するパンフレットの配布、健康教室の開催

対　   　象 国民健康保険の被保険者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

医療費通知の送付、健康教室の開催

意       図
（成果指標）

被保険者の健康に対する意識を高揚させ、健康の維持増進を図るとともに、適正な受診を促すことにより医療費の適正化を図る。

活
動
指
標

医療費通知送付延べ世帯数 29,000 29,327 29,000 29,139 100.5% 29,000
健康教室参加者数 40 26 40 19 47.5% 40

77.96
健康教室参加者数割合 0.39 0.26 0.40 0.19 47.5% 0.40
医療費通知送付延べ世帯数割合 77.95 80.47 77.96 80.23 102.9%

支
出
内
訳

①需用費 959,000 501,000 990,000 319,701 -36.2%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

700,000
②委託料 4,487,000 3,831,000 4,068,000 3,662,860 -4.4% 3,007,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

2,981,000
支出合計（Ａ） 8,946,000 7,046,000 7,650,000 5,865,492 -16.8% 6,688,000
⑤その他 3,500,000 2,714,000 2,592,000 1,882,931 -30.6%

財
源
内
訳

①国庫支出金 6,000,000 5,578,000 4,704,000 2,933,000

③地方債

-47.4% 3,379,000
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
3,309,000

収入合計 8,946,000 7,046,000 7,650,000 5,865,492 -16.8% 6,688,000
⑤一般財源 2,946,000 1,468,000 2,946,000 2,932,492 99.8%

②年間所要時間 480 480 480 480 0.0% 480

①事務事業に携わる正規職員数 3 3 3 3

8,704,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

医療費通知及びジェネリック差額通知を送付した。また、健康教室（２講座）を開催した。

2,016,000 2,016,000 2,016,000 0.0% 2,016,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 10,962,000 9,062,000 9,666,000 7,881,492

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 2,016,000

0.0% 3

Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

-13.0%

３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

医療費抑制に向け、被保険者の意識啓発を進める。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 千円
③
① ％
② 円
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 疾病予防費 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 昭和50年度 終了年度

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

市民課

予 算 事 業 名 疾病予防費 係　   　名 医療保険係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1011

保険事業費

施  策  名 25　健康づくりの推進 目 疾病予防費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 国民健康保険事業特別会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 保険事業費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 25-３　予防対策の推進 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 被保険者を対象に本人負担15,000円で生活習慣病ドックを受診してもらう。

対　   　象 国保被保険者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

人間ドックを３医療機関で実施

意       図
（成果指標）

被保険者の健康意識の普及、疾病の早期発見・早期治療

活
動
指
標

ドック受診者数 230 217 230 225 97.8% 230
費用額 5,715 53,952 5,750 5,590 97.2% 5,750

2.31
受診者一人当たりの費用額 24,847 24,847 25,000 24,847 99.4% 25,000
ドック受診率 2.25 2.17 2.31 2.29 99.1%

支
出
内
訳

①需用費 40,000 0 40,000 0

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 5,880,000 5,392,000 5,880,000 5,590,575 3.7% 6,125,000
③工事請負費

支出合計（Ａ） 5,920,000 5,392,000 5,920,000 5,590,575 3.7% 6,125,000
⑤その他

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
6,125,000

収入合計 5,920,000 5,392,000 5,920,000 5,590,575 3.7% 6,125,000
⑤一般財源 5,920,000 5,392,000 5,920,000 5,590,575 3.7%

②年間所要時間 600 600 600 600 0.0% 600

①事務事業に携わる正規職員数 4 4 4 4

8,645,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

人間ドックを３医療機関で実施（自己負担15,000円、定員230人）

2,520,000 2,520,000 2,520,000 0.0% 2,520,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 8,440,000 7,912,000 8,440,000 8,110,575

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 2,520,000

0.0% 4

Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

2.5%

３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

医療費抑制に向けての早期予防事業として重要である。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 二次予防事業対象者把握事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 H18 終了年度

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

社会福祉課

予 算 事 業 名 二次予防事業対象者把握事業 係　   　名 地域包括支援センター予防係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 23-1093（内線 171)

介護予防事業費

施  策  名 25　健康づくりの推進 目 二次予防事業費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 地域支援事業費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 25-３　予防対策の推進 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
要介護認定を受けていない高齢者に対して、問診（基本チェックリスト）を行い、生活機能が低下している虚弱高齢者
を把握する。

対　   　象 要介護認定を受けていない６５歳以上の高齢者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

郵送等による問診（基本チェックリスト）を行い、生活機能について評価、虚弱高齢者を決定する。

意       図
（成果指標）

生活機能の低下が疑われる高齢者を早期に把握することができる

活
動
指
標

基本チェックリスト実施数 4,700 4,233 4,900 7,728 157.7% 7,700

2,100虚弱高齢者数 1,200 1,291 1,250 2,103 168.2%

支
出
内
訳

①需用費 300,000 122,000 710,000 661,295 442.0%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

680,000
②委託料 17,190,000 13,531,000 -100.0%

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 8,000 7,000 6,000 5,805 -17.1% 8,000
③工事請負費

8,400,000
支出合計（Ａ） 18,573,000 14,096,000 9,040,000 8,221,857 -41.7% 9,088,000
⑤その他 1,075,000 436,000 8,324,000 7,554,757 1632.7%

財
源
内
訳

①国庫支出金 4,643,000 3,524,000 2,260,000 2,055,464

③地方債

-41.7% 2,271,000
②県支出金 4,177,000 1,762,000 1,129,000 1,027,732 -41.7% 1,136,000

④その他（使用料、雑入等） 9,753,000 8,810,000 5,651,000 5,138,661 -41.7% 5,681,000

収入合計 18,573,000 14,096,000 9,040,000 8,221,857 -41.7% 9,088,000
⑤一般財源

②年間所要時間 400 400 400 400 0.0% 400

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

10,768,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

H24までは、健康審査（特定健康審査、後期高齢者の健康審査）と同時に実施していたが、H25年度からは「基本チェックリスト」を郵
送にて実施したことで、実施率が大きく伸びた。

1,680,000 1,680,000 1,680,000 0.0% 1,680,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 20,253,000 15,776,000 10,720,000 9,901,857

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000

0.0% 1

Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

-37.2%

３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

回収率の向上を図ることや、把握された虚弱高齢者への効果的な対
応が望まれる。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余

地あり
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 人
③ 人
① 人
② %
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 通所型介護予防事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成１８年度 終了年度

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

社会福祉課

予 算 事 業 名 通所型介護予防事業 係　   　名 地域包括支援センター予防係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1093

介護予防事業費

施  策  名 25　健康づくりの推進 目 二次予防事業費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 地域支援事業費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 25-３　予防対策の推進 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
二次予防事業対象者把握事業により抽出された、生活機能の低下が見られ、生活上の支援や介護を要する状態になるお
それのある高齢者に対して、運動器の機能向上を目的とした教室や認知症予防を目的とした教室を開催する。

対　   　象 要支援・要介護認定を受けていない65歳以上の高齢者であって、生活機能評価により虚弱高齢者と判定された者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

３か月の運動器機能向上教室：９会場、隔週の閉じこもり予防教室：１会場、６か月の脳の健康教室：２会場を開催する。

意       図
（成果指標）

定例の教室に参加することで、生活能力を向上させる。

活
動
指
標

運動器機能向上教室参加者数（延） 700 715 700 808

脳の健康教室参加者数（延） 700 715 700

115.4% 700
閉じこもり予防教室参加者数（延） 300 333 300 269 89.7% 300

2,612
要介護認定を受けていない高齢者の割合（65歳以上） 82 82 82 82 100.0% 82

711 101.6% 700
要介護認定者数（各年3月分） 2,342 2,320 2,487 2,425 97.5%

支
出
内
訳

①需用費 100,000 83,000 100,000 67,768 -18.4%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

100,000
②委託料 3,600,000 2,509,000 3,600,000 2,772,300 10.5% 3,924,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金
③工事請負費

565,000
支出合計（Ａ） 4,362,000 2,855,000 4,339,000 3,025,838 6.0% 4,589,000
⑤その他 662,000 263,000 639,000 185,770 -29.4%

財
源
内
訳

①国庫支出金 1,091,000 713,750 1,085,000 756,460

③地方債

6.0% 1,066,000
②県支出金 1,025,000 356,870 542,000 378,230 6.0% 533,000

④その他（使用料、雑入等） 2,246,000 1,784,380 2,712,000 1,891,148 6.0% 2,990,000

収入合計 4,362,000 2,855,000 4,339,000 3,025,838 6.0% 4,589,000
⑤一般財源

②年間所要時間 400 400 400 400 0.0% 400

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

6,269,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

○３か月の運動器の機能向上教室９会場：対象者の選定、勧奨。教室の実施は、かがやき・スコールに委託。
○隔週の閉じこもり予防教室１会場：教室の企画・実施・評価を行った。
○６か月の脳の健康教室２会場：教室の企画・実施・評価を行った。

1,680,000 1,680,000 1,680,000 0.0% 1,680,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 6,042,000 4,535,000 6,019,000 4,705,838

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 1,680,000

0.0% 1

Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

3.8%

３ 妥当でない

効  率  性 Ａ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

より多くの新規参加者を増やすために、今後も訪問指導や地区のサ
ロンなどでの声掛けを積極的に行う必要がある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適当 ２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③
① 人
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 訪問型介護予防事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成18年度 終了年度

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

社会福祉課

予 算 事 業 名 訪問型介護予防事業 係　   　名 地域包括支援センター予防係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1093（内線171)

介護予防事業費

施  策  名 25　健康づくりの推進 目 二次予防事業費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 地域支援事業費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 25-３　予防対策の推進 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
二次予防事業対象者把握事業により抽出された、生活機能の低下が見られ、生活上の支援や介護を要する状態になるお
それのある高齢者に対して、介護を要する状態になることの予防と生活機能向上を目的とした指導を、保健師、看護師
等が継続訪問により行う。

対　   　象 魚津市在住の65歳以上の高齢者を対象とした生活機能評価によりスクリーニングされた虚弱高齢者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

生活機能評価により把握された虚弱高齢者のうち、訪問対象として選定した者に対して訪問指導を継続して実施する。

意       図
（成果指標）

虚弱高齢者が、介護が必要な状態となることを予防し、生活能力を向上させることができる。

活
動
指
標

虚弱高齢者継続訪問（延べ） 180 143 180 173 96.1% 180

2,612
要介護認定を受けていない高齢者の割合（65歳以上） 82 82 82 82 100.0% 82
要介護認定者数（各年3月分） 2,342 2,320 2,487 2,425 97.5%

支
出
内
訳

①需用費 81,000 61,000 87,000 0 -100.0%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

97,000
②委託料 3,070,000 859,000 2,601,000 752,090 -12.4% 1,917,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 24,000 33,000 17,496 29,000
③工事請負費

2,429,000
支出合計（Ａ） 4,948,000 2,497,000 5,142,000 2,239,106 -10.3% 4,472,000
⑤その他 1,773,000 1,577,000 2,421,000 1,469,520 -6.8%

財
源
内
訳

①国庫支出金 1,163,000 616,700 1,218,000 559,776

③地方債

-9.2% 1,067,000
②県支出金 1,084,000 308,370 610,000 279,888 -9.2% 534,000

④その他（使用料、雑入等） 2,701,000 1,571,930 3,314,000 1,399,442 -11.0% 2,871,000

収入合計 4,948,000 2,497,000 5,142,000 2,239,106 -10.3% 4,472,000
⑤一般財源

②年間所要時間 600 600 600 600 0.0% 600

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

6,992,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

○生活機能評価をもとに虚弱高齢者のスクリーニングを行った。
○虚弱高齢者の中でも、より虚弱でリスクの高い方に対して保健師や看護師等が継続して訪問し、介護に至らない生活習慣や早期に適
切なサービスを利用できるよう助言・指導した。
○訪問内容については、包括システムに入力済み。

2,520,000 2,520,000 2,520,000 0.0% 2,520,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 7,468,000 5,017,000 7,662,000 4,759,106

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 2,520,000

0.0% 1

Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

-5.1%

３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

より介護予防に効果があると考えられる訪問対象者層・かかわり方
について検討が必要

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余

地あり
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
② 人
③
① 人
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 介護予防普及啓発事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成18年度 終了年度

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

社会福祉課

予 算 事 業 名 介護予防普及啓発事業 係　   　名 地域包括支援センター予防係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 23-1093（内線　１７１）

介護予防事業費

施  策  名 25　健康づくりの推進 目 一次予防事業

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 介護保険事業特別会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 地域支援事業費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 25-３　予防対策の推進 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
65歳以上の高齢者を対象に、認知症や介護が必要な状態とならないことを目的として、①介護予防の普及啓発　②虚弱
な高齢者に対する集団的な対応　③介護予防を目的とした教室　④高齢者を支える地域づくりを支援する事業を行う。

対　   　象 魚津市に在住する65歳以上の高齢者

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

介護予防の普及啓発、介護予防教室の開催、住民グループ活動の支援　

意       図
（成果指標）

日常の生活を活動的なものとし、要介護状態にならないようにする

活
動
指
標

介護予防に関する教室実施回数 300 222 300 149 49.7% 300
介護予防に関する教室等参加延人数 3,000 3,220 3,000 2,834 94.5% 3,200

2,612
要介護認定を受けていない高齢者の割合（65歳以上） 82 82 82 82 100.0% 82
要介護認定者数（各年3月分） 2,342 2,320 2,487 2,425 97.5%

支
出
内
訳

①需用費 1,080,000 867,645 1,374,000 989,722 14.1%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

700,000
②委託料 2,761,000 2,607,500 2,851,000 2,568,776 -1.5% 2,670,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 24,000 21,606 34,000 19,112 -11.5% 33,000
③工事請負費

2,566,000
支出合計（Ａ） 6,208,000 5,586,921 7,217,000 6,103,905 9.3% 5,969,000
⑤その他 2,343,000 2,090,170 2,958,000 2,526,295 20.9%

財
源
内
訳

①国庫支出金 1,552,000 1,396,730 1,804,250 1,526,476

③地方債

9.3% 1,492,000
②県支出金 776,000 698,365 902,125 763,238 9.3% 745,000

④その他（使用料、雑入等） 3,880,000 3,491,826 4,510,625 3,814,191 9.2% 3,732,000

収入合計 6,208,000 5,586,921 7,217,000 6,103,905 9.3% 5,969,000
⑤一般財源

②年間所要時間 1,000 1,000 1,000 1,000 0.0% 1,000

①事務事業に携わる正規職員数 2 2 2 2

10,169,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

介護予防に関する教育・相談開催
介護予防教室の開催
地域の介護予防活動（ふれあい・いきいきサロン等）への支援

4,200,000 4,200,000 4,200,000 0.0% 4,200,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 10,408,000 9,786,921 11,417,000 10,303,905

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 4,200,000

0.0% 2

Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

5.3%

３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

介護予防については、地域と一体的に実施する必要がある

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余

地あり
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 回
②
③
①
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ハード事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 保健・医療・介護連携拠点施設建設事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成24年度 終了年度

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

社会福祉課

予 算 事 業 名 保健・医療・介護予防連携施設建設事業 係　   　名 地域包括支援センター予防係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 23-1093　（内線　171）

社会福祉費

施  策  名 25　健康づくりの推進 目 老人福祉費総務費

平成29年度 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 民生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 25-３　予防対策の推進 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 保健・医療・福祉・介護連携の充実及び健康づくりの推進による健康寿命の延伸を目的とした施設の建設

対　   　象 市民

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

施設機能に関する検討開催、施設建設に向けた事業（用地取得、整備、設計、建設　等）

意       図
（成果指標）

施設を建設して、予定されている機能が充実することで、以下の成果が期待される。
①生活習慣病や要介護状態とならないための予防を強化することで、いつまでも自立した生活を送ることができる。
（健康寿命の延伸）
②様々な連携により、安心して在宅で生活することができる。

活
動
指
標

会議、事業説明、意見聴取回数 5 4 5 6 120.0% 5

支
出
内
訳

①需用費

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

②委託料 580,000 0 160,000 535,048

決算額 決算増減率 当初予算額

8,000,000
④負担金補助及び交付金
③工事請負費 15,000,000 0

支出合計（Ａ） 580,000 0 150,160,000 112,266,812 8,000,000
⑤その他 135,000,000 111,731,764

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債 135,000,000 112,200,000
②県支出金

④その他（使用料、雑入等）
8,000,000

収入合計 580,000 0 150,160,000 112,266,812 8,000,000
⑤一般財源 580,000 0 15,160,000 66,812

②年間所要時間 200 200 200 200 0.0% 200

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

8,840,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

＜建設用地について＞
仮駐車場整備・・・年度末の入札により工事開始（H26年4月末に工事終了予定）
＜施設機能検討について＞
民生部内検討委員会開催（３回）、各種関係団体等への基本構想の説明及び意見聴取（３回）

840,000 840,000 840,000 0.0% 840,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 1,420,000 840,000 151,000,000 113,106,812

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 840,000

0.0% 1

Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性

13365.1%

３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

建設用地の整備については、用地の取得状況に併せて行う。施設機
能については、H28年度の実施設計に向けて、関係団体からの意見
を踏まえながら整理する。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余

地あり
２次評価 不要 　



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 通
② 頭
③ か所
① ％
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性
対象の妥当性

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり

２ 検討の余地あり

２ 目標どおり

１ 高い
１ 適正である

２ 検討の余地あり

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない負担割合の適正化 １ 適正である

　

係　   　名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

0.0%

達成率
99.0%

-2.2%

671,000-2.2%

0

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

効  率  性 Ｂ

２ 検討の余地あり

総
合
計
画 基本事業名

ソフト事業

0
0

197,000
216,000

0
0

終了年度昭和27年度開始年度 当面継続

環境安全課狂犬病予防対策事業

狂犬病予防対策事業

法定受託事務

環境政策係

23-1004

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

582,945
0

179,360

0

595,990
0

625,000
0

212,000

0

78.9
98.9

78.9%

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

施  策  名

３
指
標

25年度

1,850

19

100
100

19

100
78.3 100

100

一般会計

衛生費

保健衛生費

予防費

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち

９　健康で安心して暮らせる社会の構築

25　健康づくりの推進

指　標　名 26年度
計画

２
事
業
概
要

事 業 概 要
狂犬病予防法に定める事務及びそれに付随する事務を行う。
（犬の登録申請等の受付及び登録簿の管理、飼い主への犬の予防注射案内、集合注射の実施、登録鑑札及び注射済票
の交付 等）

対　   　象

意       図
（成果指標）

市内で飼養されている全ての犬が、登録及び狂犬病予防注射の接種を受けることにより、狂犬病の予防が図れる。

狂犬病予防法に定める事務及びそれに付随する事務の実施。
（犬の登録申請等の受付及び登録簿の管理、飼い主への犬の予防注射案内、集合注射の実施、登録鑑札及び注射済票の交付 等

市内の犬の飼い主及びその飼い犬

手       段
（活動指標）

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

区　　分

①需用費
②委託料

成
果
指
標

支
出
内
訳

登録犬の注射接種率
通知のできた割合

③工事請負費

1,926,945

320

1,344,000

0

787,000

0
787,000

0
625,000

0

160,000

②県支出金

④負担金補助及び交付金
⑤その他
支出合計（Ａ） 787,000

0
①国庫支出金

単位

595,990

595,990

148,960
0

①事務事業に携わる正規職員数

1,344,0001,344,000

625,000
0

406,000

0
221,000

24年度
決算額
255,780
191,250

予算現額

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠ 0.0%

○犬の登録申請等の受付及び登録簿の管理
○飼い主への犬の予防注射案内
○狂犬病予防集合注射の実施
　実施日　平成25年4月3、4、5、7日　注射接種頭数　538頭
○登録鑑札及び注射済票の交付

3

320

2,015,000

3

1,969,000

２ 普通
２ 検討の余地あり有  効  性

Ａ

-0.7%

３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 低い・未実施
３ あり
３ 低い

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

１ 高い
１ なし

６
評
価

Ｂ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

評価項目

集合注射会場数
1,845

活
動
指
標

78.1%

25-３　予防対策の推進

通知発送数
注射頭数

市民協働の状況

実績
1,831
1,445

計画

1,446 1,850
19 19 100.0%

単位 24年度
実績

1,845

協働になじまない

1,845

98.9%

0

25年度

582,945

予算現額 決算額

34.0%

決算増減率

-29.9%
6.7%

582,945
0

-2.2%

204,000

199,585

0
0

19

100
100

計画
1,816
1,816

26年度
当初予算額

213,000
214,000

0

3

1,344,000

0
671,000

320

事業の進め方・内容について改善の
余地あり

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

狂犬病予防法に基づく法定受託事務であり、今後も行っていかな
ければならない。法律に基づく、登録や予防接種等が確実、適正
に行われるよう方法、体制等を整えるとともに、啓発や情報提供
に努める必要がある。

評
価
結
果

不要

244,000
671,000

Ｂ

2,131,000

320

1,344,000

3

1,939,990

320

3

0.0%

実施主体の適正化

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度
コスト効率



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 千円
③
① 軒
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

補助率及び上限額について見直す余
地あり

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

公衆浴場の市民ニーズは低下し、浴場数は減少している。また、
施設の老朽化や後継者不足により、今後も減少することが予想さ
れる。しかし、公衆衛生向上の役割は低下しているとはいえ、必
要であると考えられるため、県や他市町等の状況を見ながら、
中、長期の方針を検討する必要がある。

評
価
結
果

不要 　

２ 検討の余地あり

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

0
1,447,000

0

2

924,000

0
0

220

1,447,000

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性
対象の妥当性

26年度

0
1,447,000

0
100

計画
3

1,447

26年度
当初予算額

0
0

782,000

予算現額 決算額

200.8%

決算増減率

0
782,000

0
0

782,000
0

782,000
0

0

100.0%
0

100.0

782260

活
動
指
標

100

0
②委託料

100
0 0

100

補助件数
補助総額 260

１ 高い
１ なし

１ 高い
１ 適正である

Ｂ

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

0 0

６
評
価

Ｂ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

１ 適正である

○魚津市公衆浴場衛生設備改善補助金交付要綱に基づき補助金を交付（2件）
○これまで補正予算での対応をしてきたが、設備の老朽化により緊急の設備改修が必要な事例が多くなってきている現状がある。こ
のような緊急を要する設備改修への対応ができるような予算措置を検討した。

有  効  性

Ａ
１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

効  率  性 Ｂ

２ 検討の余地あり

３ 適正でない

３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 妥当でない
３ 低い・未実施
３ あり
３ 低い
３ 低い
３ 適正でない

2

220

2,371,000

2

1,706,000

120.0%

120.0%

1,706,000

220

924,000

150.9%

100.0%

924,000420,000

0

単位

260,000

100

420,000

1

260,000
0

260,000

0
0
0

260,000
782,000

0

260,000

782,000
0

0
782,000

0

100

25　健康づくりの推進

②県支出金

④負担金補助及び交付金

①国庫支出金

区　　分

①需用費

支出合計（Ａ） 260,000

0
0

00

公衆浴場の経営合理化を図る。

経営の合理化と公衆衛生の向上を図るため、公衆浴場の衛生設備改善を行う者に対し補助金を交付する。

公衆浴場事業者

手       段
（活動指標）

0

260,000

260,000
0

0

計画
1

実績
1

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

成
果
指
標

支
出
内
訳

廃業した公衆浴場
補助件数率

③工事請負費

⑤その他

①事務事業に携わる正規職員数

680,000

1

680,000

0

24年度
決算額

0
予算現額

施  策  名

３
指
標

25年度

2

単位 24年度

協働になじまない

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

環境衛生費

２
事
業
概
要

事 業 概 要 経営の合理化と公衆衛生の向上を図るため、公衆浴場の衛生設備改善を行う者に対し補助金を交付する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

782,000

環境安全課公衆浴場衛生設備改善補助事業

公衆浴場衛生設備改善補助事業

自治事務

環境政策係係　   　名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

一般会計

衛生費

保健衛生費

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち

９　健康で安心して暮らせる社会の構築

200.8%

0

200.8%

電 話 番 号

会　   　計

款

達成率
100.0%

200.8%

1,447,000

項

目

23-1004

25年度

0

100.0%

25-３　予防対策の推進 市民協働の状況

実績
2

782

計画指　標　名

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

補助金

0
0

0
0
0

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

終了年度昭和54年度頃開始年度 当面継続



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① リットル

② 回
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

下水道整備、道路側溝等の完備等により、害虫発生は抑制され、
公衆衛生や生活環境は保持されており、中、長期的に事業の継
続、廃止について検討する必要がある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ｃ
自治体関与の妥当性

-32.3% 591,000

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

地域で実施している清掃活動における共有スペースへの薬剤散布に対し薬品の提供、機器の貸し出しを行う。

252,000 252,000 168,000 -33.3% 252,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 574,000 540,383 528,000 365,698

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 252,000

0.0% 1

②年間所要時間 60 60 60 40 -33.3% 60

①事務事業に携わる正規職員数 1 1 1 1

339,000
収入合計 322,000 288,383 276,000 197,698 -31.4% 339,000
⑤一般財源 322,000 288,383 276,000 197,698 -31.4%
④その他（使用料、雑入等）

②県支出金財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債

支出合計（Ａ） 322,000 288,383 276,000 197,698 -31.4% 339,000
⑤その他
④負担金補助及び交付金
③工事請負費

339,000
②委託料

決算額 決算増減率 当初予算額

支
出
内
訳

①需用費 322,000 288,383 276,000 197,698 -31.4%

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

成
果
指
標

60.0公衆衛生や生活環境が保持されていると思う市民の割合 60.0 56.4 94.0%

希望する町内会に薬剤を配布
煙霧機や噴霧器の貸し出し

意       図
（成果指標）

害虫の発生を抑制し、市民等の公衆衛生や生活環境の保持に努める。

活
動
指
標

薬剤の配布量 450 410 450 445 98.9% 450
機器の貸し出し回数 20 29 20 34 170.0% 20３

指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 25-３　予防対策の推進 市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要
・蚊やハエなど公衆衛生上不衛生な害虫を駆除するための薬剤を市民に配布
・煙霧機や噴霧器の貸し出し

対　   　象 市民・町内会

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

保健衛生費

施  策  名 25　健康づくりの推進 目 環境衛生費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政  策  名

環境安全課

予 算 事 業 名 衛生害虫駆除事業 係　   　名 生活安全係

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 0765-23-1048

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 衛生害虫駆除事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 平成元年以前 終了年度

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
②
③
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

結核の発症は多くはないが、毎年高齢者の発症が見られる。
年々、受診率は下がっているものの、この検診においても発見さ
れている。受診率の向上により、結核の早期発見、感染の蔓延を
防止することができる。

評
価
結
果

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない負担割合の適正化

自治体関与の妥当性

対象の妥当性
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

各会場での検診の２～３週間前に、近隣住民へはがきで案内し、検診を行う。
レントゲン撮影は検診業者に委託、読影は富山県(厚生センター)に委託している。
結果は、全員に郵送で通知。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ａ

効  率  性 Ａ

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

３ あり

妥　当　性 Ａ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

580

4,405,816 -15.8%

6 4

6,281,000

人
件
費 2,436,000 2,436,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 5,621,000 5,234,743 5,341,000

580 -31.0%

2,436,000 2,436,000 1,680,000 -31.0%

2,905,0002,798,743
6

②年間所要時間

円）（Ｂ）

580 400

①事務事業に携わる正規職員数 6

③人件費（②×＠ 4,200

5
2,725,816 -2.6% 3,845,000

3,845,000

580

⑤一般財源 2,798,743 -2.6%

-33.3%

2,905,000 2,725,816

支出合計（Ａ） 3,185,000 2,798,743 2,905,000

②県支出金財
源
内
訳

①国庫支出金

3,185,000

③地方債
④その他（使用料、雑入等）

収入合計 3,185,000

3,845,000
⑤その他

2,725,816 -2.6%

③工事請負費
④負担金補助及び交付金

決算増減率 当初予算額

2,613,544 2,712,000 2,541,416 -2.8%
193,000 184,400 -0.4%

3,414,000
431,000

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 202,000 185,199
②委託料 2,983,000

25年度 26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額

100.0% 11 1

3,641 3,8003,800 3,743 98.5%
３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

結核検診の受診者数 4,000

成
果
指
標

検診での結核発見数 1 0

計画

意       図
（成果指標）

結核の早期発見、まん延防止

25年度 26年度
計画 実績計画 実績 達成率

保健衛生費

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要
結核検診(胸部レントゲン検査)を行う。
その他、感染症予防のための普及啓発活動を行う。

対　   　象 (結核検診)65歳以上の市民のうち、職場等で結核検診を受けていない者。(その他の活動)市民全体

手       段
（活動指標）

(結核検診)市内の会場を検診車でまわり、検診を実施する。

健康センター

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款

予 算 事 業 名 感染症予防対策事業 係　   　名 健康づくり係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 法定受託事務 電 話 番 号 24-3999

施  策  名 25　健康づくりの推進 目 予防費

衛生費

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 感染症予防対策事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 25-３　予防対策の推進

事  業  期　間 開始年度 昭和30年度 終了年度



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 人
③
① 件
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

法令に基づく事業であり実施効果はあると考える。感染症予防や
肺炎予防による、医療費削減のために継続して実施する。

評
価
結
果

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない負担割合の適正化

自治体関与の妥当性

対象の妥当性
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

高齢者が医療機関でインフルエンザ予防接種を受ける際の接種費用の一部を負担した。
次年度に向け、新健康管理システムでの接種歴管理方法等について検討した。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ａ

効  率  性 Ｂ

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

３ あり

妥　当　性 Ａ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

240

16,919,390 -3.1%

1 1

16,408,920

人
件
費 1,260,000 1,008,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 18,180,800 17,458,250 17,929,000

300 -33.3%

1,260,000 1,008,000 840,000 -33.3%

16,921,00016,198,250
1

②年間所要時間

円）（Ｂ）

240 200

①事務事業に携わる正規職員数 1

③人件費（②×＠ 4,200

1
16,079,390 -0.7% 15,400,920

15,400,920

300

⑤一般財源 16,198,250 -0.7%

0.0%

16,921,000 16,079,390

支出合計（Ａ） 16,920,800 16,198,250 16,921,000

②県支出金財
源
内
訳

①国庫支出金

16,920,800

③地方債
④その他（使用料、雑入等）

収入合計 16,920,800

15,400,920
⑤その他

16,079,390 -0.7%

③工事請負費
④負担金補助及び交付金

決算増減率 当初予算額

16,152,000 16,858,000 16,015,200 -0.8%
63,000 64,190 38.8%

15,300,000
100,920

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 62,800 46,250
②委託料 16,858,000

25年度 26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額

00 0

20
6,426

11 55.0%
6,330

20
6,500 6,636 102.1%

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

接種者数(65歳以上) 6,400
接種者数(65歳未満) 20 15

成
果
指
標

高齢者施設でのインフルエンザ集団発生件数(公表されたも
の) 0 0

計画

意       図
（成果指標）

インフルエンザの発病・重症化を予防できる。

25年度 26年度
計画 実績計画 実績 達成率

保健衛生費

市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 高齢者のインフルエンザ発症予防・重症化予防を目的に、インフルエンザ予防接種を行う。

対　   　象
①65歳以上の者
②60歳以上65歳未満の者であって、心臓、じん臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の日常生活活動が極度に制限される程度の障害を有する者及
びヒト免疫不全ウイルスにより免疫の機能に日常生活がほとんど不可能な程度の障害を有する者

手       段
（活動指標）

医療機関でインフルエンザ予防接種を受ける際の接種費用の一部を負担する。

健康センター

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款

予 算 事 業 名 予防接種事業 係　   　名 健康づくり係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 法定受託事務 電 話 番 号 24-3999

施  策  名 25　健康づくりの推進 目 予防費

衛生費

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 インフルエンザ予防接種事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 25-３　予防対策の推進

事  業  期　間 開始年度 平成13年度 終了年度



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 人
③
① 人
② ％
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

訪問指導については、対象者設定の基準を明確にし、継続した取
り組みをすることで、生活習慣病の重症化予防に努める。
機能訓練事業については、継続者が対象外年齢となったため、新
規対象者の発掘について、工夫する必要がある。

評
価
結
果

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

１次評価
（課長総括） Ｂ 事業の進め方・内容について改善の

余地あり
２次評価 不要 　

実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
コスト効率 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり

１ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない負担割合の適正化

自治体関与の妥当性

対象の妥当性
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり ３ 低い・未実施

１ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

機能訓練については、平成24年度の内容を継続実施。
訪問指導については、対象者設定の基準を見直し、訪問実施率を上げ、生活習慣病の重症化予防に努めた。

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価

有  効  性 Ｂ

効  率  性 Ｂ

評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

３ あり

妥　当　性 Ｂ

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

500

2,057,190 95.1%

2 4

2,162,000

人
件
費 588,000 2,100,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 808,000 1,054,462 1,932,000

200 120.0%

840,000 1,680,000 1,848,000 120.0%

252,000214,462
8

②年間所要時間

円）（Ｂ）

400 440

①事務事業に携わる正規職員数 2

③人件費（②×＠ 4,200

4
209,190 -2.5% 62,000

28,000

140

⑤一般財源 77,462 21.6%

100.0%

113,000 94,190

支出合計（Ａ） 220,000 214,462 252,000

②県支出金 139,000 137,000 139,000 115,000 -16.1% 34,000財
源
内
訳

①国庫支出金

81,000

③地方債
④その他（使用料、雑入等）

収入合計 220,000

62,000-18.0%
62,000

⑤その他 206,720210,000
209,190 -2.5%

210,000 169,500

③工事請負費
④負担金補助及び交付金

決算増減率 当初予算額
42,000 39,690 412.7% 0

86.7% 100.086.7100.0

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度

支
出
内
訳

①需用費 10,000 7,742
②委託料

25年度 26年度
予算現額 決算額 予算現額 決算額

00 0

30
22

26 86.7%
0

35
24 21 87.5%

３
指
標

指　標　名 単位 24年度

活
動
指
標

機能訓練参加者数（延） 42
訪問数（64歳以下） 30 28

成
果
指
標

参加者で重症化した者の割合 0 0
訪問実施率 100.0 93.3

計画

意       図
（成果指標）

＜機能訓練＞身体機能を維持・向上することで、日常の生活を自立した活動的なものとし、普段から社会活動へ参加するようになる。＜訪問指導＞健診結果
より高血圧や糖尿病の受診勧奨値の者に対して、訪問による生活習慣改善指導や受診を促すことで疾病の重症化予防を図る。

25年度 26年度
計画 実績計画 実績 達成率

保健衛生費

市民協働の状況 協働している

２
事
業
概
要

事 業 概 要

＜機能訓練＞市内に居住する老化又は脳卒中の後遺症等で心身の機能が低下している者に対して、その維持回復を図
るために必要な助言指導（訓練）を行い日常生活の自立を助けることを目的とする。また、送迎が困難な利用者に対
しては、教育実施日に限り、片道のタクシー送迎を実施。
＜訪問指導＞健康診査の結果、必要な者については訪問指導を実施する。

対　   　象 ＜機能訓練＞市内に在住する40歳～64歳の者であって脳血管障害などにより心身に障害をもっている者。＜訪問指導＞健康診査の結果、指導が必要な者。

手       段
（活動指標）

＜機能訓練＞（希望される方により）申し込みをしてもらい、利用の決定を行う。隔週火曜日にイベントや教育を主体としたグ
ループに対する活動を行う。 ＜訪問指導＞健康診査の結果、必要な者については訪問指導を実施する。

健康センター

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款

予 算 事 業 名 訪問・通所予防事業 係　   　名 健康づくり係

担
当
部
署

課       名

事  業  区　分 自治事務 電 話 番 号 ０７６５－２４－３９９９

施  策  名 25　健康づくりの推進 目 健康増進事業費

衛生費

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 訪問・通所予防事業

総
合
計
画

目  標  名

政  策  名

基本事業名 25-３　予防対策の推進

事  業  期　間 開始年度 平成7年度 終了年度



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 人
② 人
③ 人
① 人
② 人
③ 人

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

ソフト事業

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 乳幼児予防接種事業 担
当
部
署

課       名

事  業  期　間 開始年度 昭和23年 終了年度

健康センター

予 算 事 業 名 予防接種事業 係　   　名 母子保健係

事  業  区　分 法定受託事務 電 話 番 号 24-3999

９　健康で安心して暮らせる社会の構築 項 保健衛生費

施  策  名 25　健康づくりの推進 目 予防費

当面継続 予
算
科
目

会　   　計 一般会計

目  標  名 基本目標３　健やかで笑顔あふれるまち 款 衛生費

政  策  名

３
指
標

指　標　名 単位 24年度 25年度 26年度

基本事業名 25-３　予防対策の推進 市民協働の状況 協働になじまない

２
事
業
概
要

事 業 概 要 伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防するため、定期予防接種を実施する。

対　   　象 乳幼児、児童

総
合
計
画

計画 実績 計画 実績 達成率 計画

手       段
（活動指標）

ジフテリア・破傷風混合接種２期は集団接種、それ以外は指定医療機関での個別接種により実施。

意       図
（成果指標）

伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防できる。

活
動
指
標

三種又は四種混合予防接種者数 1,200 1,313 1,200 1,252

ＢＣＧ予防接種者数 290 272 280

104.3% 1,200
麻しん・風しん混合第２期予防接種者数 350 312 350 325 92.9% 350

0
麻しん罹患者数 0 0 0 0 0

265 94.6% 280
百日せき罹患者数（定点医療機関報告） 0 0 0 0

支
出
内
訳

①需用費 4,189,000 3,693,082 553,000 480,055 -87.0%

0

４
コ
ス
ト
情
報

区　　分 単位
24年度 25年度 26年度

予算現額 決算額 予算現額

小児肺結核新規登録者数 0 0 0 0

成
果
指
標

543,080
②委託料 66,966,000 61,974,790 59,410,000 52,629,220 -15.1% 61,700,000

決算額 決算増減率 当初予算額

④負担金補助及び交付金 0 173,000
③工事請負費

1,380,000
支出合計（Ａ） 72,668,000 66,862,868 60,751,000 53,717,087 -19.7% 63,796,080
⑤その他 1,513,000 1,194,996 788,000 607,812 -49.1%

財
源
内
訳

①国庫支出金

③地方債
②県支出金 10,422,000 10,874,000 -100.0%

④その他（使用料、雑入等）
63,796,080

収入合計 72,668,000 66,862,868 60,751,000 53,717,087 -19.7% 63,796,080
⑤一般財源 62,246,000 55,988,868 60,751,000 53,717,087 -4.1%

-40.0% 3

②年間所要時間 1,220 1,220 1,000 600 -50.8% 800

①事務事業に携わる正規職員数 5 5 5 3

-21.9% 67,156,080

５
取
組
内
容

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

次の予防接種を対象者に接種した。BCG接種を個別接種化とし、日本脳炎予防接種では、特例に係る対象者に積極的な勧奨を行った。
・ヒブ・小児肺炎球菌：生後２か月以上60か月に至るまでの児
・ジフテリア・破傷風・百日せき・ポリオ：生後３か月以上90か月未満の児　ジフテリア・破傷風：小学６年生
・ＢＣＧ：生後１年に至るまでの児（生後５か月から生後８か月の児）
・麻しん・風しん：生後12か月以上24か月に至るまでの児、小学校入学前１年間にある児
・日本脳炎：１期　生後６か月から生後90か月に至るまでの児、２期　９歳以上13歳未満の児
・子宮頸がん予防：中学１年から高校１年相当の女子（平成25年６月14日、厚生労働省により積極的な接種勧奨の一時差し止めが決定した。）

5,124,000 4,200,000 2,520,000 -50.8% 3,360,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 77,792,000 71,986,868 64,951,000 56,237,087

人
件
費 ③人件費（②×＠ 4,200 円）（Ｂ） 5,124,000

６
評
価

評価の視点 Ｈ24評価 Ｈ25評価 評価項目 内　　容

目的の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない
対象の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

有  効  性 Ａ
目標達成度 １ 高い ２ 目標どおり

妥　当　性 Ａ
自治体関与の妥当性 １ 妥当である ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

効  率  性 Ｂ
コスト効率 １ 高い ２ 普通

３ 低い・未実施
類似事業の有無 １ なし ２ 検討の余地あり ３ あり
上位施策への貢献度 １ 高い ２ 普通 ３ 低い

３ 低い
実施主体の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない
負担割合の適正化 １ 適正である ２ 改善の余地あり ３ 適正でない

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

法令等により、定期の予防接種は市に義務づけられている。接種
率を向上することで感染症の拡大を予防するとともにこどもの健
康を維持するため、今後も継続する必要がある。また、H26年10月
から水痘予防接種が追加となるため、スムーズに実施する必要が
ある。

評
価
結
果

１次評価
（課長総括） Ａ 計画どおり事業を実施することが適

当
２次評価 不要 　


